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平成15年度から19年度までの経営再建プログラムでは、300項目を超える改革改善に取り組み、

最大の目標であった財政再建団体への転落を回避することができたものの、土地の売り払いや市債の

発行など、多額の財源対策を講じた結果、形式的な収支均衡が確保された状況であり、硬直化した財

政構造上の課題は残された。 

そのため、財政健全化に向けた次のステップとして、平成20年度から24年度までを計画期間とし

た「“あまがさき”行財政構造改革推進プラン」(以下、「プラン」という。)を策定し、「財源対策を

講じなくても歳入に見合った歳出規模」となるよう 50 億円の構造改善を目標として、負債の縮減に

取り組み、財政規律を確保しながら、安定した財政基盤を築くとともに、地域社会で支える仕組みづ

くりなど、住民自治基盤の確立を目指し、取組を進めてきた。こうした中、プランの取組をスタート

した直後に、世界的な経済不況に見舞われ、急激に財政状況が悪化したため、全庁一丸となって、さ

まざまな見直しを検討し、さらに踏み込んだ構造改善の取組を追加的に実施してきたところである。 

プランにおいては、まちの基盤づくりとして、「財政基盤」と「住民自治基盤」の確立を図るため、

「財政の健全化」、「地域社会で支える仕組みづくり」、「行政経営システムの構築」といった「３つの

目標」と、それぞれの目標達成に向けた取組方針を定め、その具現化に向け、毎年度改革改善項目を

追加してきたところであり、プラン最終年度の平成 24 年度に向け、目標に対する進捗状況を検証し

ていくこととする。 

 

○収支見通しについて 

１ 概要 

プランにおいては、当時の社会経済情勢や税制をはじめとする各種制度を前提とした上で、一

定の考え方に基づいて収支見通しを作成し、平成24年度の収支不足額を56億円と見込んだ。こ

の収支不足額を解消するため、各種の構造改善に取り組み、後述するとおり、平成 23 年度まで

に60億円を超える効果額を計上したにもかかわらず、結果として、現時点においては、24年度

になお51億円の収支不足が生じる見込みとなっている。 

＜ H 2 0 .2 時 点 ＞ （ 単 位 ： 億 円 ）

2 0 年 度 2 1 年 度 2 2 年 度 2 3 年 度 2 4 年 度

1 , 0 4 5 1 , 0 6 2 1 ,0 6 3 1 , 0 6 4 1 , 0 6 4

1 , 1 4 5 1 , 1 7 6 1 ,1 5 5 1 , 1 4 1 1 , 1 2 0

▲  1 0 0 ▲  1 1 4 ▲  9 2 ▲  7 7 ▲  5 6

1 0 0 0 0 0 0

0 ▲  1 1 4 ▲  9 2 ▲  7 7 ▲  5 6

＜ H 2 3 .2 時 点 ＞ （ 単 位 ： 億 円 ）

2 0 年 度 2 1 年 度 2 2 年 度 2 3 年 度 2 4 年 度

1 , 0 3 4 1 , 0 3 5 1 ,1 0 3 1 , 0 7 9 1 , 0 6 7

1 , 1 2 4 1 , 1 3 2 1 ,1 2 5 1 , 1 5 4 1 , 1 1 8

▲  9 0 ▲  9 7 ▲  2 2 ▲  7 5 ▲  5 1

9 1 1 0 1 2 2 7 5 0

1 4 0 0 ▲  5 1

＜ 差 引 ＞ （ 単 位 ： 億 円 ）

2 0 年 度 2 1 年 度 2 2 年 度 2 3 年 度 2 4 年 度

▲  1 1 ▲  2 7 4 0 1 5 3

▲  2 1 ▲  4 4 ▲  3 0 1 3 ▲  2

1 0 1 7 7 0 2 5

▲  9 1 0 1 2 2 7 5 0

1 1 1 8 9 2 7 7 5

財 源 対 策

財 源 対 策 後 の 収 支

財 源 対 策

財 源 対 策 後 の 収 支

歳 入

歳 入

歳 出

差 引 収 支

歳 出

差 引 収 支

財 源 対 策

差 引 収 支

財 源 対 策 後 の 収 支

歳 入

歳 出
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２ 歳入 

歳入の根幹である市税収入については、プラン策定時における税収の状況をもとに見込んでい

たが、世界同時不況の影響を受けた平成 21 年度以降、法人市民税を中心に当初の見込みを大幅

に下回り、平成24年度においては45億円の減収が見込まれる。その一方で、地方交付税と臨時

財政対策債を合わせた実質的な地方交付税は、こうした税収減の跳ね返りのほか、国における交

付税総額の加算などの措置もあって、プラン策定時の見込みを大幅に上回った。 

この結果、平成 24 年度における歳入の合計は、内訳を見ると大きな変動があったものの、プ

ラン当初の見込みから３億円の増と、結果としてほぼ見込みどおりの水準となっている。 

 
＜ H 20 .2 時 点 ＞ （単 位 ：億 円 ）

20 年 度 21年 度 22年 度 23 年 度 2 4年 度

828 82 5 8 30 835 834

実 質 的 な 地 方 交 付 税 114 13 9 1 38 134 135

81 10 6 1 05 102 103

33 3 3 33 32 32

78 8 1 78 79 79

25 1 7 17 16 16

1 ,045 1 ,06 2 1 ,0 63 1 ,064 1 ,064

1 ,020 1 ,04 5 1 ,0 46 1 ,048 1 ,048

100 0 0 0 0

1 ,145 1 ,06 2 1 ,0 63 1 ,064 1 ,064

＜ H 23 .2 時 点 ＞ （単 位 ：億 円 ）

20 年 度 21年 度 22年 度 23 年 度 2 4年 度

826 77 8 7 81 783 789

実 質 的 な 地 方 交 付 税 105 15 8 2 29 204 194

72 10 6 1 36 109 114

33 5 2 93 95 80

74 7 0 67 66 65

29 2 9 26 26 19

1 ,034 1 ,03 5 1 ,1 03 1 ,079 1 ,067

1 ,005 1 ,00 6 1 ,0 77 1 ,053 1 ,048

91 10 1 22 75 0

1 ,125 1 ,13 6 1 ,1 25 1 ,154 1 ,067

＜ 差 引 ＞ （単 位 ：億 円 ）

20 年 度 21年 度 22年 度 23 年 度 2 4年 度

▲  2 ▲  4 7 ▲  49 ▲  52 ▲  45

実 質 的 な 地 方 交 付 税 ▲  9 1 9 91 70 59

▲  9 0 31 7 11

0 1 9 60 63 48

▲  4 ▲  1 1 ▲  11 ▲  13 ▲  14

4 1 2 9 10 3

▲  11 ▲  2 7 40 15 3

▲  15 ▲  3 9 31 5 0

▲  9 10 1 22 75 0

▲  20 7 4 62 90 3

市 税 収 入

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

地 方 譲 与 税 等

そ の 他

小 計

財 源 対 策

財 源 対 策 後 の 合 計

う ち 市 税 等

市 税 収 入

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

地 方 譲 与 税 等

そ の 他

小 計

う ち 市 税 等

財 源 対 策

財 源 対 策 後 の 合 計

市 税 収 入

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

財 源 対 策

財 源 対 策 後 の 合 計

地 方 譲 与 税 等

そ の 他

小 計

う ち 市 税 等

 
 



3 

３ 歳出 

人件費やその他経常的経費については、職員の定数削減や給与の見直しのほか、さまざまな構

造改善の取組によって、当初見込んでいた以上の削減ができる見込みとなっている。また、公債

費や先行会計への繰出金といった負債の償還に要する経費については、両者間で数値の入り繰り

はあるものの、概ねプラン当初に見込んでいたとおりとなっている。 

しかしながら、その一方で、扶助費については、世界的な同時不況の影響のほか、高齢化の進

行も相まって、生活保護費を中心に当時の見込みを大幅に上回っており、そうした増加の傾向は、

今後も続くものと考えられる。 

平成 24 年度における歳出合計のみを単純に比較すると、プラン当初の見込みから２億円の減

となっているが、平成23年２月時点の収支見通しには、23年度までの60億円を超える構造改善

額が含まれているため、これを加味すると、結果として、歳出は当初見込みを約 60 億円上回っ

たことになる。 

 

＜ H 20 .2 時 点 ＞ （単 位 ：億 円 ）

2 0年 度 21年 度 22年 度 23 年 度 2 4年 度

324 31 7 3 12 295 275

273 26 6 2 57 248 240

51 5 1 55 47 35

141 15 4 1 54 154 154

191 18 9 1 91 194 193

そ の 他 経 常 的 経 費 413 40 8 4 14 418 418

16 1 4 22 27 32

76 10 8 84 80 80

1 ,1 45 1 ,17 6 1 ,1 55 1 ,141 1 ,12 0

＜ H 23 .2 時 点 ＞ （単 位 ：億 円 ）

2 0年 度 21年 度 22年 度 23 年 度 2 4年 度

320 31 3 2 86 278 247

266 25 2 2 32 227 220

54 6 1 54 51 27

142 16 5 1 76 187 191

189 18 9 1 91 203 197

そ の 他 経 常 的 経 費 401 39 6 4 11 404 407

16 1 7 16 26 28

72 6 9 61 82 76

1 ,1 24 1 ,13 2 1 ,1 25 1 ,154 1 ,11 8

＜ 差 引 ＞ （単 位 ：億 円 ）

2 0年 度 21年 度 22年 度 23 年 度 2 4年 度

▲  4 ▲  4 ▲  26 ▲  17 ▲  28

▲  7 ▲  1 4 ▲  25 ▲  21 ▲  20

3 1 0 ▲  1 4 ▲  8

1 1 1 22 33 37

▲  2 0 0 9 4

そ の 他 経 常 的 経 費 ▲  12 ▲  1 2 ▲  3 ▲  14 ▲  11

0 3 ▲  6 ▲  1 ▲  4

▲  4 ▲  3 9 ▲  23 2 ▲  4

▲  21 ▲  4 4 ▲  30 13 ▲  2計

公 債 費

う ち 先 行 会 計 繰 出 金

投 資 的 経 費

人 件 費

退 職 手 当

職 員 給 与 費 等

扶 助 費

計

う ち 先 行 会 計 繰 出 金

投 資 的 経 費

職 員 給 与 費 等

退 職 手 当

公 債 費

扶 助 費

投 資 的 経 費

計

人 件 費

人 件 費

う ち 先 行 会 計 繰 出 金

職 員 給 与 費 等

退 職 手 当

扶 助 費

公 債 費
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４ 収支状況の検証 

歳入と歳出の差引収支を見ると、平成 24 年度における収支不足額は、プラン当初とほぼ同額

となっているが、「歳出」の項目で述べたとおり、現時点における見込みは、構造改善に係る効

果額が反映されているので、これまでの構造改善効果額が扶助費をはじめとした歳出の増に相殺

されたような姿になっている。 

こうした結果、収支の状況は、主要一般財源の総額（表中「市税等」に相当）が、1,050 億円

程度の水準に対し、歳出規模は約1,100億円となっており、依然として多額の収支乖離が生じて

いる状態である。 

この収支乖離の要因については、本市の特性として、税構造上、法人市民税の割合が高く、経

済不況の影響を大きく受け、大幅に税収が落ち込んだことや、雇用情勢の悪化や高齢化の進行な

どにより、生活保護費をはじめとした扶助費が増加したことによるものである。 

また、税収の減や扶助費をはじめとした歳出の増については、臨時財政対策債を含めた実質的

な地方交付税において、一定算定がされているものの、生活保護費といった法定の義務的経費や

個人市民税所得割などにおいて、算定額と実績値との乖離が解消されていないほか、公債費の算

定においても、減少傾向が続いている状況であり、こうした地方交付税の動向も収支乖離の要因

の一つであると考える。 

このような状況を認識した上で、国に対しては、引き続き、より地方の実情に応じた地方交付

税の算定について働きかけていくとともに、今後とも、安定した歳入構造の確立と歳入に見合っ

た歳出規模の実現に向けた取組を進めていく必要がある。 
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○「３つの目標」の達成に向けた取組状況について 

目標１ 財政の健全化 

プラン４年目となる平成23年度の段階においては、当初の構造改善目標額50億円を超える62

億円の構造改善の取組を行ってきたにもかかわらず、世界的な経済不況の影響を受け、法人市民

税等の税収が大幅に落ち込み、また、高齢化の進行なども相まって、生活保護費をはじめとする

扶助費や介護保険給付費、後期高齢者医療制度に係る医療費も年々増加するなど、財政状況は一

層厳しさを増してきており、これまでの構造改善の取組効果額以上の収支不足が生じている状況

である。そのため、平成24年度までに「財源対策を講じなくても実質的な収支均衡を確保する」

といったプランの目標達成は困難な状況となっている。 

一方、極めて厳しい財政状況の中にあっても、将来の負担を見据え、財政規律を確保する観点

から、収益事業からの繰入金や大規模な土地の売払収入については、その使途を明確にするため、

基金に積み立てるとともに、負債の縮減に向けて、繰り延べしていた外郭団体の建設償還金の償

還を進め、また、市債残高を抑制するため、通常事業の市債発行額を元金償還額以内とするとい

った考え方を基本に据えた行財政運営に努めてきた。 

こうした財政規律の考え方については、今後とも行財政運営を進める上での基本姿勢としなが

ら、引き続き、行財政の構造改善に向けた取組を推進していく。 

 

【取組方針別の状況】 

※以下、表中の金額は、表示している数値未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 

(1)  財源の確保 
財源の確保　構造改善額 単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

20年2月時点 78 256 99 88 520 116 637

23年9月時点 20 274 160 185 639 32 671

差引 -58 18 61 97 119 -84 34  

市税の収入率については、平成 19 年度予算をベースに、現年課税分の収入率を 97.9%から各

年度0.1ポイントずつ向上させることを目標に掲げ、納税催告センターを設置するなど取り組ん

できたが、世界的な経済不況によって、収入率の高い法人市民税が大幅に減少したこともあり、

全税目では、21年度決算ベースで97.3%にまで落ち込んだ。22年度決算ベースでは、そこから一

定向上し、97.8%となったものの、プランに掲げた98.4%の目標達成は困難な状況である。歳入の

根幹となる市税の収納率の向上については、財源確保に向けての大きな課題であり、引き続き取

り組んでいく必要がある。 

一方、市有財産を広告媒体とした広告事業の推進や自動販売機の公募設置、使用料・手数料の

改定、保育所保育料体系及び保育料算定の見直し、市税・施設使用料等の減免制度の見直しなど

財源の確保に向けた取組を進め、平成20年度から23年度までの４年間において、６億円の構造

改善額を計上している。 

財源の確保については、市民サービスの提供や施策の推進にあたって、重要な取組であるため、

今後とも、税源の涵養をはじめ、公有財産については、最大限有効活用していくよう取り組むと
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ともに、受益と負担の適正化の観点から、各種事業や施設等に係る利用料の見直しなどについて

検討し、自主財源の確保に向けて、積極的に取組を進めていく必要がある。 

 

(2) 人件費の抑制 
人件費の抑制　構造改善額 単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

20年2月時点 236 402 224 167 1,028 218 1,246

23年9月時点 232 259 1,616 420 2,527 512 3,039

差引 -4 -144 1,392 254 1,499 295 1,793  

職員定数の削減については、平成20年度から24年度までの５か年において、500人を目標に

削減に取り組んできたところであり、平成23年度までに327人の削減を行った。 

しかしながら、予定していた「保育所の民間移管」、「市立全日制高等学校の見直し」、「小学校

給食調理業務の見直し」の計画変更などにより、24年度までに目標を達成することは困難な状況

であり、今後これらの取組の進捗に合わせて、引き続き定数削減に取り組んでいく必要がある。 

また、給与構造の改善については、初任給及び昇格年数の基準、住居・通勤手当等の見直しを

行い、さらに、リーマンショック以降の大幅な収支状況の悪化に対応するため、期末・勤勉手当

を20％相当削減し、約13億円の収支改善に取り組むとともに、給料等の削減措置を追加で実施

した。 

その結果、「人件費の抑制」としては、平成20年度から23年度までの４年間において、25億

円の構造改善額を計上している。 

厳しい財政状況の中、これまで給与等の削減を進めてきたが、今後は、職員の意欲を引き出す

視点から、職務の実績や成果が人事給与に反映される仕組みを構築するなど、給与構造改善につ

いて検討していく必要がある。 

 

職員定数の推移

※当初予算(一般会計、特別会計及び下水道事業会計)における一般職の予算定数

職員定数の推移

3177
3074

3274
3344

3017

3498
3652

4514
4664

4827

3820

4396
4244

4724
4887

49675047
51135163

4018

2500

3000

3500

4000

4500

5000

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

人
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(3) 負債の抑制 
負債の抑制　構造改善額 単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

20年2月時点 32 8 1 -9 31 4 35

23年9月時点 42 -6 14 -19 31 3 33

差引 10 -14 13 -10 0 -1 -1  

負債の抑制については、高金利の政府系資金を繰上償還し、低金利な市債への借り換えを行っ

たことにより、平成20年度から23年度までの４年間において、３千万円の構造改善額となった。 

土地開発公社の負債については、平成13年度から22年度までの間、二次にわたる経営健全化

計画に基づき、公共用地先行取得事業債を活用して、公社の土地の先行取得に係る借入金残高の

縮減に着実に取り組み、増大する利息負担の抑制に努めてきた。その結果、計画当初、公社の借

入金総額は637億円であったものが、平成22年度末では59億円となり、578億円減少した。 

また、市債残高の抑制の観点から、通常事業の市債発行額は元金償還額以内を基本として取り

組んできた。 

公債費については、今後とも高い水準で推移することが見込まれ、将来にわたる財政負担を軽

減させるためにも、引き続き市債抑制の取組が必要である。 

 

  

【参考】通常事業債における元金償還額と新規発行額の比較

（単位：百万円）

H20 H21 H22 H23

元金償還額 19,932 18,449 17,377 18,039

新規発行額 17,592 17,626 10,048 16,567

差引 2,340 823 7,329 1,472

元金償還額 19,702 18,353 17,305

新規発行額 34,940 18,022 10,149

差引 ▲ 15,238 331 7,155

※元金償還額と新規発行額の双方から、臨時財政対策債及び減収補てん債を除いている。

※H20最終予算の新規発行額には、アルカイック広場用地の買戻しに係る公園整備事業債198億円を含む。

当
初
予
算

最
終
予
算

 
 

(4) 事務事業の見直し 
事務事業の見直し　構造改善額 単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

20年2月時点 267 352 714 -19 1,313 166 1,479

23年9月時点 286 1,058 1,167 398 2,909 238 3,147

差引 19 706 453 417 1,596 73 1,668  

事務事業の見直しについては、①民間等において実施されている同種サービス等の見直しとし

て、「し尿等処理方法の見直し」、「保育所の環境改善及び民間移管」、「市民プールの整理統合」、

「市立全日制高等学校の見直し」、「小学校給食調理業務の見直し」、「勤労者レクリエーションセ

ンターの民間移管」、「総合センターの施設、組織及び事務事業の見直し」、「福祉医療に係る事務

委託料等の見直し」など、②随意契約の見直しとして、「電力自由化による電力契約の変更」、「一

般家庭ごみ収集運搬業務委託契約方法の見直し」、③市単独事業等の見直しとして、「老人市バス
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特別乗車証制度の見直し」、「福祉医療費助成制度の見直し」、「私立幼稚園就園奨励補助金の見直

し」などを実施した。 

また、④外郭団体の経営改善及び統廃合の取組として、人件費補助金及び、市が随意契約又は

非公募により指定管理を行っている委託料の見直し、「生きがい促進協会」、「勤労者福祉協会」

の廃止、「エフエムあまがさき」の総合文化センターへの事業譲渡などを行った。 

これらの取組により、「事務事業の見直し」としては、平成20年度から23年度までの４年間

において、29億円の構造改善額を計上している。 

   依然として硬直化した財政状況が続く中、今後とも新たな改革改善項目を追加していくために

は、これまで以上に踏み込んだ取組を検討していく必要があり、こうしたことから、平成 23 年

度から事務事業評価表を見直す中で、全事務事業について、成果、必要性、有効性、アウトソー

シングの可能性等を点検・評価する「事業たな卸し」を実施し、さらなる見直しを推進していく

こととしている。 

   また、今後、多くの公共施設が更新時期を迎えることとなる中で、コストと便益の最適化を図

る視点から、公共施設の配置の適正化に取り組んでいく。 

   外郭団体については、指定管理者制度の導入や公益法人制度改革など、経営環境が大きく変化

する中で、団体の主体的な経営改善を促進していくため、各団体の実情や課題を把握しながら、

市の関与のあり方について、改めて検証していく必要がある。 

 

目標２ 地域社会で支える仕組みづくり   

   本格化する少子高齢化社会において豊かな地域社会を築くためには、これまで以上に、市民、

地域団体、ボランティア団体、ＮＰＯ、行政など様々な主体が、自助・共助の精神で支え合うこ

とが必要であり、行政としては、主体としての役割も十分理解しつつ、コーディネーター機能を

担いながら、地域の中の多様な主体が相互に助け合い、支え合う地域社会づくりの促進に向けて

取組を進めている。 
   例えば、地域においても、「要援護高齢者見守り対策検討事業」のように、地域住民や社会福

祉協議会等の地域団体と行政の適切な役割分担を模索する新たな事業が、既に始動している。 
今後は、これまでの取組を踏まえ、市民や地域団体の意向を十分に反映し、事業の拡大・充実

を実現していくため、地域福祉を共に進める対等なパートナーとして、事業に直接係わる地域住

民や地域活動団体等の市民の目線で、事業を常に点検し、自助・共助・公助における各々の役割

を適切に変化させながら、連携を強化していく必要がある。 
 

【取組方針別の状況】 

(1) 地域コミュニティの振興 
地域コミュニティの主たる担い手である社会福祉協議会との活動の連携・協力を、協働のまち

づくりの基盤と位置付けているが、福祉協会（自治会・町内会）の加入率は年々低下し、平成23

年度は59.41％となっている。組織化された地縁団体として、市が連携を図るべき最も重要な団

体の加入率の低下は、市にとっても課題であると認識しており、現在、社会福祉協議会と加入促
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進の取組策の検討を進めているところである。 
一方、これまでから、地域では、社会福祉協議会以外にも、民生・児童委員や婦人会、子ども

会、老人クラブ、子育てサークル、ＰＴＡ、ボランティアサークル等、多様な主体が活動してい

るほか、高齢者介護の充実や子育てなどの課題の顕在化により、市内に事務所を置き地域課題に

対応しているＮＰＯ法人も増えてきているなど、一定の活性化事例も見られる。 

多様化、複雑化する地域課題に対応していくためには、地域住民の主体的な関心と積極的な参

加、そして、地域の多様な主体同士の連携・協力が不可欠であるため、行政は、今後とも、地域

主体の一つとしての役割のほか、行政としての特性を生かし、個別の団体の活動に対する支援と

並んで、団体同士のネットワークづくりに取り組むとともに、協働のまちづくりのためのコーデ

ィネート機能をさらに強化し、地域力を高めていく。 

 

(2) 地域活動団体の育成・支援 
相談・助言機能（地域振興センター、地域活動支援コーディネーター）、場の提供（コミュニ

ティルーム）、公募制補助制度（「あまがさきチャレンジまちづくり事業」等）による情報提供・

発信、活動場所、事業費支援等により、地域活動団体の育成・支援の取組を進めてきた。 

また、定年退職後の団塊世代など、これまで地域活動に係わることの少なかった市民層を対象

に、ボランティア活動や地域活動への参加を促進・誘導する事業を行い、新たな担い手の掘り起

こしに努めた。 

こうした取組により、市民活動グループの掘り起こしや活動の継続につなげるよう努めてきた

ところであるが、グループ数の拡大といったことでは十分な成果が上がっているとは言い難い状

況である。 

一方、時代の変化に柔軟に対応しつつ、地域活動団体と連携・協力して地域課題のために行動

できる人材を行政職員として継続して確保することも大切であることから、採用時並びに採用後

3年時の必須研修や、希望制研修により、職員の資質の向上と維持にも努めているところである。 

地域に密着した行政サービスを地域活動団体である社会福祉協議会やＮＰＯ等が受託する例

も増えているなど、地域団体の育成に一定の効果は現れていると考えており、今後さらに、新し

い公共の担い手づくりに向け、地域団体や地域内の事業者が行政サービス等に参加しやすい仕組

みや手法について検討していく。 

 

(3) 多様な主体との連携・協働の推進 
市民の市政参加・参画の機会の充実のための取組としては、行政計画の策定等にあたって市民

会議を設置し市民とともに協議を行うことや、「市民意見公募手続」（パブリックコメント）、「ま

ちづくり提案箱」、市政アンケート「あまっこねっと」、市長を囲んで市政課題を話し合う「みん

なで語ろう！（車座集会）」などがある。これらの取組においては、市民の市政に対する十分な

理解の下で市民参加が行われているとは言えない部分もあり、市民への行政情報の提供の方法に

ついて工夫するなど、市民の参加・参画の仕組みについて改めて再検討が必要であると考える。 

 市民からの提案を実現する仕組みとしては、市民団体からの協働事業手法提案をもとに、市民
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団体と行政が共同で事業提案を行う「提案型協働事業制度」を整備した。今後とも、多様な主体

との連携や協働事業の実施などを通じて、住民の政策提案機能を高める仕組みづくりに取り組ん

でいく。 

  

(4) 情報公開と情報の共有  
市政広報については、市報あまがさきを基本として、ホームページ、ポスター・チラシ、ラジ

オ等により、広く情報発信を行っている。地域への情報提供については、協働推進員669名の委

嘱を行うほか、コミュニティ連絡板583基に加え、市政広報協力事業所110事業所の協力を得て、

実施している。 

その他、コールセンターの運用やコールセンターのＦＡＱ（良くある質問と答）の公開などを

通じて、必要な情報を容易に得られるようにした。 

市民活動などに関する情報については、市民活動団体データベースの整備や、「はるるとくば

るん」による情報発信支援を行っている。また、地域活動団体発行の情報紙や市民活動団体主催

のイベント等、地域から発信される様々なまちづくり情報の共有をより密にするための新たな取

組についても、市民と協働で進めていく。 

 

目標３ 行政経営システムの構築 

厳しい財政状況の中でも、社会経済環境の変化や多様化する市民ニーズ、行政課題に対応して

いくため、改革改善を進めていく中で、施策の重点化を図りながら、集中的に財源配分を行い、

効率的・効果的な行財政運営に努めてきた。 

また、組織の簡素・効率化をより推進し、意思決定の迅速化を図るとともに、事務事業評価を

活用した改革改善の推進や予算編成のあり方についても、検討を進めてきた。 

今後の課題としては、より適切な方法により、市民ニーズや今日的な行政課題に沿った形で、

いかに施策を重点化させていくか、また、その重点化の方向性と予算編成を連動させるための仕

組みや手法について、検討していく必要がある。 

 

【取組方針別の状況】 

(1) 予算編成システムの改革 
   これまで、ＰＤＣＡサイクルのチェック機能に当たる事務事業評価が改革改善や予算編成に十

分に活用しきれなかった面があることから、平成 23 年度からは、事務事業評価表を見直し、全

ての事務事業について、市民参画・市民目線による点検・評価を行うとともに、職員が事業の“ふ

りかえり”を行い、改革改善につなげていくため、「事業たな卸し」を実施することとしている。 

   こうした取組の中で、評価する事務事業の単位を予算や決算の事業単位と連動させることによ

り、予算編成時にもその評価が活用されるよう取り組んでいく。 

また、限られた財源を、より市民ニーズや今日的な行政課題に沿った施策に集中させるため、

施策の重点化方向と予算編成を連動させる仕組みについて、検討していく必要がある。 
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(2) アウトソーシングの推進 
アウトソーシングの推進　構造改善額 単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

20年2月時点 -5 -21 3 0 -22 1 -21

23年9月時点 27 -15 9 0 21 4 25

差引 32 6 6 0 44 3 46  

事務事業を点検・評価する中で、サービス内容の充実や民間の専門的な知識・ノウハウの活用、

コストの削減、効率的な運営等が図れるものについては、アウトソーシングの可能性について検

討し、取組を進めてきた。 

取組としては、「巡回郵便業務及び文書集配業務の見直し」、「下水道管渠・公園・道路等の維

持管理業務の見直し」、「庁内案内業務の見直し」、「住宅資金償還金収納業務の見直し」、「リハビ

リテーション事業の見直し」などを実施し、平成20年度から23年度までの４年間において、２

千万円の構造改善額を計上している。 

今後については、民間のアイデアや創意工夫を活かしたより質の高いサービスの提供を目指し、

民間からの提案を募るなどの取組を検討していく。 

 

(3) 指定管理者制度の推進 
指定管理者制度の推進　構造改善額 単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

20年2月時点 2 0 0 0 2 0 2

23年9月時点 11 25 0 -33 2 5 7

差引 8 25 0 -33 0 5 5  

施設の効用を十分に発揮させ、サービスの質を向上させるとともに、効率的な施設運営や経費

の縮減を図るため、あこや学園や図書館といった直営により管理している公の施設の指定管理者

制度の導入を進めてきた。平成 24 年度からは、猪名川公園、西向島公園、地区会館への制度導

入に向けて、取組を進めているところである。 

   また、身体障害者デイサービスセンターや老人福祉センター、橘・小田南公園といった有料公

園施設など、外郭団体が指定管理者となっている公の施設の公募の拡大を行った。 

   今後とも、指定管理者制度の主旨を踏まえ、制度導入の可能性について検討を進めていくとと

もに、制度導入施設については、サービスの質の維持・向上や適正な施設管理がなされているか、

また、経費節減に取り組んでいるかといった視点から、評価・検証を行っていくものとする。 

   

(4) 組織の見直し 
組織の見直し　構造改善額 単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

20年2月時点 8 18 25 21 71 16 88

23年9月時点 23 22 21 -2 64 16 81

差引 15 5 -4 -23 -7 0 -7  

  多数の団塊世代の職員が退職する一方で行政へのニーズは多様化しており、限られた人材の中

で、迅速かつ的確に意思決定ができ、質の高い市民サービスを提供することのできる簡素で効率
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的な組織体制が求められている。 

そのため、事務の効率化等に合わせて、機構の廃止や統合など組織体制の見直しに取り組み、

これに伴う課長級以上の管理職の削減により、平成20 年度から 23 年度までの４年間において、

６千万円の構造改善額となっている。 

  今後も、地域課題や市民ニーズの多様化等に対して適切な対応が可能となるよう、柔軟に組織

体制の整備を行っていく。 

 

取組方針別の構造改善額総括表
単位:百万円

20年度 21年度 22年度 23年度 20～23計 24年度 20～24計

財源の確保 20 274 160 185 639 32 671
新規計上件数(件) 23 1 1 1 26 - 26

人件費の抑制 232 259 1,616 420 2,527 512 3,039
新規計上件数(件) 6 0 0 2 8 - 8

負債の抑制 42 -6 14 -19 31 3 33
新規計上件数(件) 2 0 0 0 2 - 2

事務事業の見直し 286 1,058 1,167 398 2,909 238 3,147
新規計上件数(件) 66 16 29 6 117 - 117

地域コミュニティの振興 － － － － － － －

新規計上件数(件) 2 2 1 1 6 - 6

地域活動団体の育成 － － － － － － －

新規計上件数(件) 4 0 0 0 4 - 4

多様な主体との連携・協働の推進 － － － － － － －

新規計上件数(件) 3 2 6 3 14 - 14

情報公開と情報の共有 － － － － － － －

新規計上件数(件) 1 0 0 0 1 - 1

予算編成システムの改革 － － － － － － －

新規計上件数(件) 1 0 0 0 1 - 1

アウトソーシングの推進 27 -15 9 0 21 4 25
新規計上件数(件) 5 2 1 3 11 - 11

指定管理者制度の推進 11 25 0 -33 2 5 7
新規計上件数(件) 3 0 0 0 3 - 3

組織の見直し 23 22 21 -2 64 16 81
新規計上件数(件) 2 0 0 0 2 - 2

640 1,618 2,986 950 6,194 811 7,004
新規計上件数(件) 118 23 38 16 195 - 195

※「新規計上件数」については、効果額が発生する年度ではなく、新規に項目計上した年度に数値を入れている。

　合　　計

これまでの取組による構造改善額 (予　定)

目
標
１

目
標
２

目
標
３
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○総 括 

これまで、歳入に見合った歳出規模を目指し、人件費の抑制や事務事業の見直しなど、さまざまな

行財政構造の改善に向けた取組を行い、プラン当初の目標額以上の効果額を計上してきた。 

一方で、将来世代に過度の負担を強いることのないよう、負債の縮減にも重点を置き取り組み、財

政規律の確保に努めてきたところである。 

このように、極めて厳しい財政状況の中で、負債の処理に努めながら、歳出規模の縮減を中心に構

造改善の取組を進めてきたものの、現時点では未だ多額の収支不足が生じている状況である。これは、

少子高齢化の進行や経済雇用情勢の悪化といった社会的な要因の影響を受けたことにより、市税収入

の減や扶助費をはじめとする歳出が増大したことによるものである。 

そのため、今後の行財政改革においては、将来の負担を見据えつつ、規律ある行財政運営を図りな

がら、これまで以上に踏み込んだ改革改善を推進していくことはもとより、社会経済情勢の動向がも

たらす財政上の影響や構造的な課題などを分析する中で、将来にわたって、持続可能で安定した行財

政基盤の確立に向けて、都市の体質転換なども視野に入れながら、取組を進めていく必要がある。 

 
以 上   



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


